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「教育課程論」授業報告

烏田直哉 *

はじめに

周知の通り、平成 27 年 6 月 19 日、公職選挙法第 137 条の 2 が改正され平成 28 年同日に施行となり、
18歳選挙権が実現した。これに伴い、教育の中で政治を扱う高等学校の模索などが多く報じられている。
さらに、法務省民事局は、民法の成年年齢も 20 歳から 18 歳に引き下げるよう改正の準備作業に入って
いる 1）。平成 28 年 9 月 1 日には、「民法の成年年齢の引下げの施行方法に関する意見募集」として意見
公募を始めた。

ところで、次期学習指導要領においては、「何ができるようになるか」「何を学ぶか」「どのように学ぶか」
という視点をもって改善するとの方向性が示されている 2）。「何ができるようになるか」すなわち育成
すべき資質・能力がいくつか示されているが、その一つとして、「現代的な諸課題に対応して求められ
る資質・能力」がある。「審議のまとめ」では、「自立した人間」として、「公正な世論の形成」「政治参
加や社会参画」などが求められると記述されている 3）。そして、その考えを具体化した一つとして高等
学校の共通必修科目「公共」がある。同科目では「現実社会の諸課題を、政治的主体、経済的主体、法
的主体、様々な情報の発信・受信主体として自ら見出すとともに、話合いなども行い考察、構想する学
習を行う」4）としている。このような流れを受け、高等学校などでは模擬選挙を行うなどして、能動的・
主体的な主権者教育に取り組む実践が展開されている。一方で、政治的中立性をいかに保つか、苦慮す
る面もみられる。

さて、本学部中学校・高等学校教員免許取得希望者が履修している「教育課程論」（春学期開講・講義・
2 単位）においては、教育課程の編成及び実施に関する事項のうち学習指導要領における内容等の取扱
いに関する共通的事項、教育課程の基準についてその意義と関連法制、教育改革の動向をふまえた今後
の教育課程編成などについて講義するとしている 5）。本授業 6）においては、上述した現状を鑑み、主権
者教育を一つのトピックとして取り上げた。授業に先立ち、選挙権をもつ個人としての投票に関する意
識、教職を目指す者としての政治教育についての理解度について、受講生に対してアンケートの形式で
調査を行った。その上で、政治教育に関する法制度および教育課程上の位置づけについて講義を行い、
新聞記事を用いて教育現場における模索などについて紹介した。さらに、教壇に立った際に政治的教養
をどのように養うのか、どのような指導の形があり得るのかという可能性、指導上の留意点等について、

「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニング）7）ねらいをグループ討議を通して考察させた。
本稿は、その授業実践報告である。

1．事前調査

授業を行う前に、「選挙権年齢、政治教育に関する意識調査」として、選挙権年齢引き下げ、選挙に
対する意識などについてアンケートの形式で調査をした。以下、質問とその回答について述べる。なお、

* 東海学園大学教育学部准教授・スポーツ健康科学部講師

東海学園大学教育研究紀要　第 2号：45-62，2016



46

「教育課程論」授業報告

履修者数 141 名のうち、調査日に出席した学生は 129 名であった。このうち、回答に同意を得られたの
は 128 名であった。まず、「受講者に関する質問」（問１～４）として受講者の属性について尋ねた 8）。
そして、以下に示した内容について質問を行った。同意の得られた 128 名の回答について述べる。
（1）　選挙権に関する質問

選挙権に関する事項について 5 つ尋ねた。問 5「選挙権年齢が 18 歳以上になったことを知っていま
したか。」として、「はい」か「いいえ」で回答させた。128 名全員が「はい」と答えた。

では、いつ頃から知っていたのだろうか。問 6「選挙権年齢が 18 歳以上になったことを、おおよそ
いつ知りましたか。」という質問に対して、「いま知った」「1 か月前以内」「3 か月前以内」「半年前以内」

「1 年前以内」「1 年以上前」の 6 つの選択肢を与えて回答させた。その結果が【表 1】である。7 割近く
の学生は昨年度すでに知っていたと予想される。

【表 1 】選挙権年齢の引き下げについて知った時期
回答 回答数（％）

①いま知った 0（0.0）
② 1 か月前以内 20（15.6）
③ 3 か月前以内 23（18.0）
④半年前以内 31（24.2）
⑤ 1 年前以内 27（21.1）
⑥ 1 年以上前 26（20.3）
無回答 1（0.8）

計 128（100.0）

学内における事前の啓発もあったためか、問 5 および問 6 から、多くの学生が 1 年次より選挙権年齢
の引き下げについて意識していたことをうかがうことができる。

問 7「参議院議員通常選挙の投票日はいつですか。下の に記入して下さい。」として、投票の月
日について尋ねた。その結果が【表 2】である。およそ 80％の学生が「7 月 10 日」と回答しているが、
残り 2 割の学生はそれ以外の日付を回答した。

【表 2 】次の参院選の投票日
日

月 1 日 9 日 10 日 14 日 17 日 25 日 無記
入等 計

4 月 1 1
7 月 1 102 1 1 1 3 109
無記入 18 18

計 1 1 102 1 1 1 21 128

さて、投票の意思である。問 8「あなたは参議院議員通常選挙の投票に行きますか。もしくは期日前
投票に行きましたか。」として、「必ず行く」「行くつもりでいる」「行くかどうかわからない」「行かない」

「すでに期日前投票を行った」という 5 つの選択肢を与えて、回答させた。その結果が【表 3】である。
「必ず行く」「行くつもりでいる」「すでに期日前投票を行った」を合わせると 68 名、およそ 53.2％であ
り、半数を上まわった。参考までに、「新たに選挙権を得ることになる若者たちを対象に」行った NHK
の世論調査によると、「必ず行く」が 22％、「行くつもりでいる」が 38％であり、「約 60％が『投票に行
く』」との結果を示している 9）。また、7 月 15 日に総務省が発表した投票率は 54.69％（比例代表）であっ
た 10）。
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【表 3 】投票の意思（年齢別）
回答 19 歳 20 歳以上 計（％）

①必ず行く 3 5 8（6.3）
②行くつもりでいる 23 24 47（36.7）
③行くかどうかわからない 22 19 41（32.0）
④行かない 10 9 19（14.8）
⑤すでに期日前投票を行った 7 6 13（10.2）

計 65 63 128（100.0）

続いて、問 9「あなたはふだん、支持している政党がありますか。次の①～②から 1 つ選んで○印を
つけて下さい。」として「ある」か「ない」かで回答させた。その結果、「ない」と答えた学生が 118 名、
92.2％と大半を占めた。後述する、学生のグループ討議の内容、討議終了後の考察にもあるが、「殆ど
何も知らない状態で投票行動を行」ったとする記述と合致する。

（2）　政治教育に関する質問
続いて、政治教育に関する知識がどの程度定着しているのかを示す参考として、4 つの質問について

回答させた。
問 10「日本国憲法第 19 条には『思想及び良心の自由は、これを侵してはならない』と規定されてい

ます。学校の教員も自分の支持する特定の政党や政治団体に関することを講義の中で言及し、児童生徒
に影響を与えてもよいと思いますか。正しいと思うものを次の①～②の中から 1 つ選んで○印をつけて
下さい。」として、「はい」か「いいえ」で回答させた 11）。結果は【表 4】の通りであった。105 名、お
よそ 82％が「いいえ」と回答した。

【表 4 】問 10 の回答
回答 回答数（％）

①はい 20（15.6）
②いいえ 105（82.0）
無回答 3（2.3）

計 128（100.0）
（太字網掛けは正答を示す。以下、同じ。）

つぎに、教育基本法の政治教育に関する記述について、どの程度正確に把握しているかを尋ねた。問
11「次の文は教育基本法に定める政治教育について述べたものです。正しいと思うものを次の①～⑤の
中からすべて選んで○印をつけて下さい。」として、4 つの選択肢を与えて回答させた 12）。【表 5】がそ
の結果である。【表 5】からは分からないが、②および⑤のみにマークした学生は 13 名、10.2％であった。

「政治教育」は「政治的教養の教育」と「党派的政治教育」とを含むが 13）、学校種による制限の違いに
ついての理解がじゅうぶんでないことをうかがうことができる。
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【表 5 】問 11 に対する回答
選択肢 マークなし（％） マークあり（％）

①学校教育においては、政治教育はいかなる場合でも許さ
れない。 92（71.9） 36（28.1）

②政治教育は、国民として必要な認識力・判断力を養うも
のとして、尊重されなければならない。 67（52.3） 61（47.7）

③専門学校では特定の政党を支持または反対する教育をし
てはならない。 82（64.1） 46（35.9）

④高等学校及び大学は義務教育ではないので、特定の政党
を支持又は反対する政治教育をすることも可能である。 110（85.9） 18（14.1）

⑤政治教育では、党派的政治教育を教
きょう

唆
さ

煽
せんどう

動するようなこ
とをしてはならず、政治的中立性が求められている。 66（51.6） 62（48.4）

つづいて、教員の政治的行為について、国家公務員法、地方公務員法、人事院規則 14-7〔政治的行為〕
に関する知識の定着をみた。問 12 は、政治的行為の制限が課される時期について問う質問である。「教
員の政治的行為の制限が適用されるものを、次の①～⑤の中から 1 つ選んで○印をつけて下さい。」と
して、5 つの選択肢を与えて回答させた 14）。①の「勤務時間中」、②の「在職中」ももちろん政治的行
為が制限されるが、1 つを選択するため、正答は④である。正答率は 28.1％であった（【表 6】参照）。

【表 6 】問 12 に対する回答
選択肢 マークなし（％） マークあり（％）

①勤務時間中 106（82.8） 22（17.2）
②在職中 83（64.8） 45（35.2）
③在職中と退職後 120（93.8） 8（6.3）
④在職中と休職中 92（71.9） 36（28.1）
⑤在職中、休職中と退職後 119（93.0） 9（7.0）

最後に、「教員の政治的行為の制限に関する文のうち、正しいと思うものを、次の①～④の中からす
べて選んで○印をつけて下さい。」として、4 つの選択肢を与えて回答させた 15）。【表 7】がその結果で
ある。政治的行為の制限が課される場所や場合について問う質問である。地方公務員においては、「当
該職員の属する地方公共団体の区域（中略）外において、第 1 号から第 3 号まで及び第 5 号に掲げる政
治的行為をすることができる。」として、「公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないよ
うに勧誘運動をすること。」「署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。」「寄附
金その他の金品の募集に関与すること。」などが許されている。しかし、教育における政治的中立性の
確保という観点から、教員（公立学校の教育公務員）の政治的行為の制限には特例が設けられ、「当分
の間、地方公務員法第 36 条の規定にかかわらず、国家公務員の例による」（教育公務員特例法 18 条 1 項）
とされており、より厳しい制限が課せられている。したがって、①、②は誤りである。【表 7】には示
していないが、③および④のみにマークした学生は 19 名、14.8％であった。なお、集会等で公に政治
目的をもって意見を主張することは禁じられているが、個人的に政治的意見を述べることについては、

「教員の地位に関する勧告」中「教員の権利および責任」に、「教員は、市民が一般に享受しているすべ
ての市民的権利を行使する自由を有」すると謳われているように、完全に禁止されている訳ではない。
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【表 7】問 13 に対する回答
選択肢 マークなし（％） マークあり（％）

①学校所在区の外では選挙運動などの政治活動をしてもよい。 118（92.2） 10（7.8）
②勤務する都道府県以外において、地方公務員法に定める

規定により、公の選挙又は投票において勧誘運動をする
ことができる。

112（87.5） 16（12.5）

③個人的に政治的意見を述べてもよい。 82（64.1） 46（35.9）
④政治的目的のために公務員としての影響力を利用するこ

とは許されない。 51（39.8） 77（60.2）

以上の結果は、調査実施の翌週に学生にフィードバックしグループ討議の参考資料とした。なお、「政
治教育に関する質問」については、解説を付記して正答を示した。

2．授業概要

以上のような事前調査をふまえ、「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニング）をねらい、
次のような手順で授業展開をした。まず、教員にとって必要な政治教育に関する法制度の概要について
講義を行った 16）。そして、教育現場における主権者教育に関する模索等について報じた新聞記事を用
いて現状を理解させた。さらに、それをふまえた上で、教壇に立った際に直面すると思われる問題につ
いて考えさせるためグループ討議を行った。最後に、グループ討議を振り返って、討議の記録や所感を
記述させた。
（1）　法制度、学習指導要領の記述についての学修

政治教育にかかわる法制度、教育課程上の位置づけについての講義概要について述べる。本稿末に示
した【資料 1】【資料 2】は、授業のねらい、政治教育に関する関係法令を示した配付資料である。ここ
にある通り、授業のねらいとして、（1）教育に求められる政治的中立性の確保について、関係法令を理
解すること、（2）学習指導要領や教科書検定基準など、教育課程編成上の政治的中立に関する理念につ
いて理解すること（3）グループ討議を通して、政治的教養を養うための教育実践の可能性について探る
こと、の 3 点を示した。

ねらいを確認した上で、基本的な法制度を確認した。その際、重要なキーワードや概念については空
欄にして、適宜考える時間を与えるなどしながら記入させるよう留意した。

公職選挙法第 137 条の 2 について、平成 27 年 6 月 19 日、法律第 43 号により「未成年」から「18 歳
未満」に改正された点を、条文とともに示した。そして、これに伴い、平成 28 年 6 月 19 日の後に初め
て行われる国政選挙の公示日以後にその期日を公示又は告示される選挙より、選挙権年齢が「満 20 歳
以上」から「満 18 歳以上」に引き下げられたこと、今年（平成 28 年）7 月 10 日に行われる参議院議
員通常選挙においても、18 歳以上の投票が行われることを確認した。

次に、教員として押さえておくべき、法令上に定められた「政治教育」「政治的教養」について講義を行っ
た。教育基本法第 14 条「政治教育」の条文を示し、「政治的教養」が尊重されねばならないこと、しか
し、一方で法律に定める学校は、国公立、私立を問わず、「特定の政党を支持し、又はこれに反対する
ための政治教育その他政治的活動をしてはならない」ことを確認した。

ついで、教育公務員に求められる政治的行為の制限について講義を行った。前提として、公立学校教
員には、地方公務員法第 36 条の政治的行為の制限が適用されることを、条文を示しながら説明した。
そして、教育には政治的中立性の確保が求められるため、教員の政治的行為には、「当分の間、地方公
務員法第 36 条の規定にかかわらず、国家公務員の例による」という教育公務員特例法第 18 条第 1 項の
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条文を示しながら、より厳しい制限が課されていることを押さえた。さらに具体的には人事院規則 14-7
が適用されることを示し、教育公務員の場合、選挙における投票行動以外はほとんど政治的行為ができ
ないといわれるほど厳しい制限が課されていることを確認した。

また、「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法」に規定されている、
特定の政党を支持させるなどの「教唆及びせん動の禁止」、公職選挙法第 137 条に示されている「教育
者の地位利用の選挙運動の禁止」について条文を示しながら解説を行った。

さらに、教育課程に反映されている政治的中立性についても講義を行った。義務教育諸学校の教科用図
書検定基準および学習指導要領に、その旨が明記されていることを、該当する箇所を示しながら説明した。
前者については、「教科共通の条件」として、「政治や宗教の扱いは、教育基本法第 14 条（政治教育）及
び第15条（宗教教育）の規定に照らして適切かつ公正であり、特定の政党や宗派又はその主義や信条に偏っ
ていたり、それらを非難していたりするところはないこと。」という記述を示した。また後者については、「第
3　指導計画の作成と内容の取扱い」において、「内容の指導に当たっては、教育基本法第 14 条及び第 15
条の規定に基づき、適切に行うよう特に慎重に配慮して、政治及び宗教に関する教育を行うものとする。」

（中学校社会科、高等学校公民）という記述を示し、政治的中立性が確保されていることを示した。
参考として、選挙権年齢引き下げにともない、文部科学省初等中等教育局から教育委員会、各都道府

県知事などに宛てられた「高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒による政治的活動
等について（通知）」17）を示し、指導者が留意すべき事項について解説を行った。
（2）　選挙権年齢の引き下げに関する時事

以上のように、法律等での規定について確認した上で、次に教育現場においてどのような実践が展開
されているのかなどについて本稿末【資料 3】に示した 3 つの新聞記事を用いて紹介した。

一つは、模擬選挙や「党首討論」などに取り組んだ実践例を報じた記事である 18）。今年度、「公共」
の授業について、研究開発校として県からの指定を受けた高等学校の取り組みを紹介した。二つ目は、
選挙権年齢引き下げに伴う混乱を取り上げた記事を用いた 19）。学校周辺で行われた政党によるビラ配
布に対して、教育委員会がどのように対応しているのかを報じた記事である。三つ目は、参院選に先立
ち、地方選挙で 18 歳以上の新有権者が投票を行った自治体の様子を報じた記事である 20）。受講生とほ
ぼ同年齢の生徒や学生が語った、投票した際の声について紹介した。
（3）　グループ討議

政政治教育に関する各法規、教育現場における現状等について講義を行った上で、学生が主体的に考
える時間を確保した。本稿末【資料 4】に示した通り、まずはグループ討議をするにあたり、討議の手
順、討議をする上での注意事項について説明を行った。また、討議参考用資料として、本稿末【資料 5】
に示した新聞記事を配付した 21）。

なお、グループ分けについては、履修者が 140 名近くと多数に及ぶため 1 グループの人数は 10 名前
後と多くなったが、学科や学籍番号に従い 14 のグループを授業者が決めた。討議記録用紙を配付し、
グループ内で決めた記録係に討議の内容を記録させた。その後、記録係にはグループ討議の内容を整理
させ、課題フォルダに保存させた。また、他の構成員については、グループ討議を通しての所感を記述
させ、同じく課題フォルダに保存させた。

3．討議内容と考察

【表 8】は、各グループのテーマとおおよその討議内容を示したものである 22）。いかにして高校生や
若年者の政治的関心を高めるか、投票行動を促すかについて討議したグループが多く、その他は選挙権
年齢の引き下げについての是非について討議した様子をうかがうことができた。
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テーマ 討議概要

「どうしたら高校生が政治に
関心を持つか」

学校において政治的教養を養うための実践について様々な提案がなされた。まず、時
事問題などを「テストに出す」ことである。ねらいとしては、「生徒が普段からニュース
に目を向けるようにさせる」とのことである。また、「生徒に政治を身近に感じてもらう」
ために「マニフェストをわかりやすく教える」との案が出た。「自分（教師）」が「政治
に興味を持つきっかけを話す」ことで生徒への啓発になるとのねらいである。
　結論として、「生徒たちが政治に興味を持つには、教師の工夫と努力が必要だと感じた。

（中略）とっつきにくい政治にわざわざ時間を割こうとは思わない。（中略）政治を身近に
感じてもらうことにより一人でも関心を持ってもらえるのではないか」との結論を得た。

「若者が積極的に投票行動す
るための方策とは」

普段の生活においては、「SNS やインターネットを上手く使い選挙について発信」する、
「バラエティーの人気番組の中で選挙について取り上げ、若者の興味を引き出せるように
芸能人にも協力してもらう」「コンビニなど身近に立ち寄る場所に投票箱設置」「投票し
た人に対しては、若者が使えて喜びそうなものを渡す」などの意見が出た。学校教育に
おいては、「高校だけではなく大学でも主権者教育を行う」「学校でも投票できるように、
投票箱を設置」「立候補者には、学校に演説をしに来てもらう」などの提案があった。

結論として、「大学・高校（学校）に投票箱を設置し、顔・名前・公約が書いてあるも
のを置く」「SNSは問題になる場合も多いため、やらないほうが良い」との方策が挙げられた。

「選挙権の年齢を引き下げる
ことの是非について」

選挙権年齢の引き下げにより、「政治に興味がなかった子が興味を持ち始めたりした
のでいい方に進んでいる一方で、政

（ マ マ ）

治が一人暮らしの子に選挙権を渡せないという対応
しきれてないのが現状」であり、改善を要するとの意見が出された。「今回の選挙は、18
歳からと決まってから、選挙までの期間が短くなってしまって、理解していないまま投
票をしてしまったり、行っていない子が多い」という意見があった一方で、今後は「選
挙まで期間があるから理解する子も増えてくる」ため、若年者の意見も反映され、より
多くの国民が政治参加できるので、「18 歳からの選挙は、是である」との結論を得た。

「我が国の国政選挙をはじ
め、若年層の投票率が低い
状況が続いているその要因
と投票率向上のための具体
的施策について」

「若年層の投票率が低い原因としては、政治について知識がないので『面倒くさい』、『興
味関心がない』という意見が有力」との見方を示した。「そのための具体的施策として」、

「学校の授業など、教育現場で正しい知識を身に着
（ママ）

けさせることが」重要であるとのこと。
また、「携帯電話やスマートフォンを活用し、ネット投票ですぐにどんな場所からでも投
票できるようにする、罰金制にして必ず投票に行かせる、若者向けの政策で身近に感じ
られるものをアピール、また増やしていく」などの案が出された。「最も重要なのは選挙
に行き投票することで自分達にもメリットがあるということを知ってもらえるようにす
ること」との結論が出た。

「どうしたら高校生が政治に
関心を持つか」

日頃の授業において、「最新の政治に関するニュースを授業で用いて」政治に関心を持
たせるなどの意見が出た。また、「受験問題に政治の問題を取り入れる」「必修科目に政
治の授業を取り入れる」などの提案があった。「政治家を学校に招き、講演をしてもらう」
ことや、「俳優や女優のポスター」を利用するなどの提案もあった。ただ、前者について
は「 1 つの政党を支持して偏る可能性がある」との問題点も指摘された。

結論として、「高校の授業に必修科目として導入し、授業内でグループ討議や講演など
を通して、選挙の大切さ、投票の大切さを教えることによって興味を持たせる」ことに
より、「自らが進んで選挙に行こうと思うようになる」との見解を示した。

「どうしたら高校生が関心を
もつか若者が積極的に投票
行動するため方策とは」

「どうしたら高校生が関心をもつか」について討議した。政治についての知識を得るた
めの方策として、「授業で政治を取り扱」うこと、「政治家が何をやっているか具体的な
ことを教え」ることなどの発言があった。結論としては、「政治をもっと身近に感じられ
たらいい」とのことであった。

二つめは「若者が積極的に投票行動するための方策とは」について討議した。投票を
促すために、「ネット投票」「郵便で投票する」「スマホでもできるようにする」「テレビ
の d ボタン」などの提案がなされた。「政治をもっと身近に感じられるように」すること、
そのために「政治のスマート化」「政策を具体的にわかりやすくする」という結論に至った。

「若者たちの投票率を上げる
ためにはどうしたらよいか」

大学生が選挙に参加しない理由として、「一人暮らしをしている人が多い」という点が
指摘された。大学生の投票を促すために、いくつかの例もみられるが、「大学に投票箱な
どを設置」するなどの案が出た。また、【資料 5 】の新聞記事からか、「18 歳の投票率が
高いのは、『主権者教育』を」行った効果であると考え、「大学などでも、主権者教育を」
との提案があった。投票を容易にする方策として、「ネット投票」などの案が出された。
また、オーストラリアにならい日本でも罰則を設けて投票を促すという発言もみられた。
一方で、「友人とノリで投票」というようなデメリットについても指摘された。

結論として、「ネット投票」「子供のころからの教育を強化すること」という考えを示した。

【表 8】グループ討議のテーマと討議概要
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テーマ 討議概要

「選挙の投票率を上げるに
は、主権者教育について」

「選挙の投票率を上げるには」については、「選挙に行ったら何かもらえる制度を作る」
「コンビニ投票」「ネット投票」「選挙投票の義務化」などの案が出された。しかし、「選
挙のやり方が適当になってしまう」「本当に国を変えたい人が陰に隠れてしまう」との問
題点も指摘された。「主権者教育について」は、「公共の授業が始まるのでそれまでの教
育をどうするのか」について討議が行われた。「朝読書の時間などに新聞や記事を読むこ
とによって日本の今の政治状況が少しは理解できるようになる」との意見があった。

以上の討議から、学校教育において「総合の時間や、朝学習の時間に記事などを読ん
だり、講師の講演を聞いたりして」理解を深めていくとの結論に至った。

「若者を積極的に投票に参加
させるには？」

若年者が選挙に興味をもち政治参加する方策について討議が行われた。「授業の一環と
して選挙に行かせる」「興味をそそるような宣伝（女優や芸人など）」「先生が意識を変え
る」などの意見が出された。また、投票の重要性については、「 1 票が政治に与える影
響の大きさを分からせる」「自分にどんなメリットがあるかを伝える」などの意見が出た。
未成年は「親が連れて行くなど家族で協力」という提案もあった。

以上から、「学校の授業でもっと政治について深く扱」うこと、また「難しい」という
意識を取り除き、「誰でも簡単に投票できるようにマイナンバーをうまく利用しネット投
票ができるようにする。」との結論に至った。

「どうしたら、若者が選挙に
関心を持ち投票に行くか」

「若者が必ず持っている携帯電話、スマートフォンを取り込んだ話題が多く出た」よう
である。スマートフォン用のゲームアプリと連携させるなどの意見である。「プリクラの
写真に政治家を取り込むなどユーモア溢れる意見も数々出た。」とのこと。結論として、

「携帯スマフォを起動したり、何かのアプリを開いたら政治、選挙についての広告が出て
くるようにする。自動販売機とか飲料水にランダムに政治家の考えと顔をプリントして、
関心を持たせる。」というアイデアがまとまった模様である。ただ、「この方法は選挙違
反になるため、現実にはこんな方法は使えない」との声もみられた。

「どうしたら高校生が政治に
関心を持つか」

メディアを通じて啓発するとの意見が多く出された。「SNS を使って拡散すればいい」
「特に Twitter は今の子たちはみんなやってるから影響力が高そう」「今回の選挙前も選
挙に行く意味を謳う様な Tweet がたくさん出回」り、「それに触発されて（中略）特に
18 歳の投票率が上がった」とのことである。学校教育においては、「クラスでミニ選挙
をやってみたり、自分たちで体験するきっかけがいると思う」との意見が出された。

以上から、「Twitter」や「Youtube」など、「若者が関心を持つものに政治を織り交ぜ
ることで興味を待たせる」との結論を得た。

「なぜ選挙に行かないのか」

投票をしない理由として、「政治への関心がない」「時間がない」「政治家がなにを言っ
ているのかわからない」「家から遠い」「投票しても何が変わるか？」「政治に関する教育
がなっていない」「選挙期間が短い」「SNS で投票したい」「若者に興味を持ってもらえる
ような選挙のやり方に変えるべき！」などの意見が出た。「解決策」として、「SNS で投
票できるよう、投票アプリみたいなものを作ってもらう」「政治の授業の時間を作ったり、
総合的な学習の時間を使って全校生徒で模擬選挙を行う」などの案が出された。

結論は、「選挙期間を延ばす！！」とのことである。

「18 歳に引き下げる是非」

選挙権年齢引き下げについて、そのメリット・デメリットについて討議が行われた。
メリットとして「年齢を引き下げることにより、高・大学生の意見が取り入れられる」「年
配の意見が多かったけど、若者が投票することで今までと違う政治・政策に取り組める」
などが指摘された。デメリットや課題としては「政治のことがよくわからず行くのはよ
くない」「18、9 歳が投票するよりも全体の投票率を上げたほうがいい」との発言があった。

討議の結果、結論は「是」であり、「若者の意見を取り入れられるから。関心を持つこ
とで政治を学ぼうとする意欲が高まる。」という理由が挙げられた。

「若者が積極的に投票行動す
るための方策とは？」

若年者の投票を促すための方策として、「スマホを使ってできるようにする」との意見
が出された。これに対して、「スマホで投票だとデータの改ざんとかで誰かにばれてしまう
かもしれない」という懸念の声もあがった。学校教育においては、「授業で立候補者の公
約などを学べるようにする」「学校で模擬投票をして選挙に行くことに興味を持たせる」「投
票に行ったら何かもらえる」「各学校で投票できるようにする」などの方策が挙げられた。
「SNS やインターネットサイト上で投票」「テレビ」「CM」などの発言が多かったよう

だが、これに対して慎重な意見もみられた。結論としては、「学校での選挙についての取
り上げ方が重要になってくるのではないだろうか」とのことである。



53

東海学園大学教育研究紀要　第 2 号

前者の討議記録から、三点指摘できる。第一に即物的で即効性のある意見が目立った。「義務化」、「罰
金」、「投票に行ったら何かプレゼント」などの発言がみられた。第二に、若年者のアクセスを容易にす
るという意見が挙げられた。発言内容から、「ネット投票」「投票アプリ」「アプリやゲームとコラボ」など、
スマートフォンやパソコンなどの電子機器を利用したり、「Twitter」や「LINE」などの SNS を利用す
るとの提案があったことが分かる。また、「コンビニ投票」、「タレントや芸人」による呼びかけなどの
意見が上がったことも討議記録からうかがうことができた。第三に、学校教育において政治的関心を高
めるような指導をするとの発言がみられた。高校生に対しては、「必修科目として導入する」ことや「テ
ストに出す」ことなど、学習内容と直結させるという発言もみられた。また、投票権を得る前の「小学
校低学年から学校で政治の授業が必要」という考え出された。また、将来教員を目指す学生ら自身を想
定して、「自分（教師）が政治に興味を持ち選挙に行くようになるまでの体験談を話す」という、率先
垂範を重視する考えを看守することができた。

後者、選挙権年齢引き下げの是非に関する討議記録からは、次のような発言があった。是とする意見
では、将来の日本を担う若年層の意思を反映できる、得票数が増加する、政治について学ぶ意欲が高ま
るとの発言があった様子が分かった。非とする発言では、政治に関心のない投票者の意思が反映される、
引き下げにより「社会の先生の負担が大きくなる」、責任が重くなる、との考えが表れていた。

最後に、グループ討議を通して、学生が抱いた所感について付記しておく。記録係以外には、グルー
プ討議を通して得た所感を記述させた。討議を通して、政治に関心をもつようになった、充実した討議
であった、初めての投票で戸惑った、政治を扱う際に教員としてじゅうぶんな理解が必要だと感じた、
などの所感がみられた。

グループ討議後の所感等（抜粋）

今回の討議により私も普段からあまり政治に関しての興味を持っていなかったことに気が付いた。
選挙権年齢が引き下げられた今、これからの日本を背負っていく私たちがさらに政治に対して興味
を持つことが大切であると改めて感じた。まずは、ニュースや新聞等で政治に対して少しずつ知識
を得られるようにしていきたい。

私は今回の選挙は行かなかったけれど今回のグループワークで、次の投票には、期日前投票などを
使って投票しに行きたいと思ったし、もし自分が親の立場になった時に、子供と一緒に選挙に行け
るといいなと思った。家族で選挙の話とかこれからの日本の話をしていきたいと思った。

実際に私は政治に興味がなく、この前の選挙もいつやるのかは知っていたのに行かなかった。それは、
だれに投票していいかわからないしどんな政策案があるのかも知らなかったからである。でも次回
の選挙にむけて朝のニュースなどを少しずつでもいいから見ようと思った。まずどんな政治家がい
るのかを知ることからだと思った。たまに街中などで政治家が演説しているのを片耳でもいいから
聞いてみようと思った。

普段話さない内容を話すことでたくさん考えながら取り組むことができた。難しい内容であるが、
みんなの意見を聞くことで新たな考えもうまれた。今回の選挙はギリギリまで調べなかったが次は
もっと前からちゃんと調べて投票に行こうと思った。
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賛成側の意見と反対側の意見を十分に聞くことによって、選挙権年齢を引き下げることの是非を求
めることができたと思う。段取りを考え議論を進めることができてよかった。多くの人が、思って
いることを率直に言ってくれたおかげで大学生らしい意見が出たりと、いい議論ができたと思う。
このように議論する機会は少ないので、今回自分たちでテーマを決め、自分たちで議論を作るとい
う機会はとても大切な経験となった。

司会は難しく、練習が必要だなと思いました。なかなか自分の思っているような答えが出ないとき
やあまり協力的じゃあない人がいるとほんとに難しい。討論の議題がどんどん変わってしまって今
何について話し合っているのかわからなくなった。一定のスピードで進行できるようにコントロー
ルしないといけないと思った。しかし、後半はいい意見もたくさん出ていい討論になったと思う。
またほかのことでも討論してみたいです。

今回から投票権の年齢が 18 歳以上と下げられたため、初めて選挙に行く人が増えたので、自分も思っ
たが、どのように投票し

（ マ マ ）

たらわかんないと思った。そのため、両親と一緒に行きそれでも、投票の
順序など戸惑うことがあった

私自身も期日前投票を行ったが、実際に選挙に行ってもよくわからないことが多くあった。それで
も少しでも選挙に関わることで自らの社会参加につながり、日本の政治を新たに作っていくことが
できると考えた。

実際に 7 月 10 日に行われた選挙に行った時の私たちの意見として、「自分達が投票したという実感
は無かった。」「初めての本物の選挙でどうしていいかわからなかった。」「直感的に名前を書いた。」
など私たち自身も初めての経験で、殆ど何も知らない状態で投票行動を行いました。

私も実際、18 歳で投票権が決まった時道路の看板や、演説内容や、ティッシュ配りでの宣伝もしっ
かり見たり生活している中で多少は意識し始め（中略）自分たちで決めるということはある意味自
己責任であり、しっかり公約を読んで理解し判断することが私たちのできる最大の役目ではないか
と考えます。

私達が指導者の立場になったときに生徒達に一票の重みをどう伝えるかが難しいと感じました。（中
略）確かに私一人の一票だけというのだったら政治に反映されないという考えになってしまうが、私
達世代が政治を理解した上で投票するとなるととても大きいものになるのではないかと思いました。

おわりに

グループ討議の内容、所感等から、次の反省点を指摘しておく。第一に、「自分たちで議論を作るとい
う機会はとても大切な経験となった」「意見もたくさん出ていい討論になった」など、積極的に取り組む
姿勢がみられたことである。第二に、授業のねらいからは外れるが、「次の投票には（中略）投票しに行
きたいと思った」との副次的な効果があった点である。第三に、上記の「所感等」にもみられるが、討
議に対しての取り組む意欲に差があった点である。グループ討議という形に対して得手、不得手がある
ことも一因であろう。第四に、それほど多様な発言がなかったという点である。本稿末【資料 4】に示し
た通り、授業者がいくつかのテーマを例示してしまったためか、テーマに偏りが生じてしまったことは
改善すべき点である。また、討議の意図をじゅうぶん明確に伝えられなかったことが、政治的教養を養
う教育実践の可能性という点にまで議論が深まりづらかった原因と考える。また、第五に、発言内容か
ら討議前の講義において重要事項をじゅうぶんに伝達できていなかったことが反省点として挙げられる。
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8） 受講者の属性に関する質問を 4 つ設けて回答させた。以下、【別表 1】から【別表 3】に結果を示す。
問1「あなたの所属する学部・学科を、次の①～⑥の中から1つ選んで○印をつけて下さい。」、問2「あ
なたの学年を、次の①～⑤の中から 1 つ選んで○印をつけて下さい。」という問いに対して、【別表 1】
のような回答が得られた。回答者のうち、93.8％がスポーツ健康科学科 2 年生で占められていた。
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【別表 1 】回答者の所属と学年
学年

所属学部・学科 2 年生 3 年生 計 無回答

①経営学部経営学科 5 5
⑤スポーツ健康科学部スポーツ健康科学科 120 1 1 122
無回答 1 1
計 126 1 1 128

（○付き数字は選択肢の番号を示す。番号を記していないものは記述式回答を示す。以下、同じ。）

　次に、問 3「あなたの性別・年齢を、下の に記入して下さい。」として、記入させた。そ
の結果が【別表 2】である。19 歳が 50.8％、すでに成人したものが 49.2％であった。ほぼ半数が新
たに選挙権を得た学生であった。

【別表 2 】回答者の性別と年齢
年齢

性別
19 歳（％） 20 歳（％） 計

男性 36（46.2） 42（53.8） 78
女性 29（58.0） 21（42.0） 50

計 65（50.8） 63（49.2） 128

　つづいて、問 4「あなたが取得しようとしている教員免許の種類を下の に記入して下さい。」
として、取得希望免許種（学校種、教科等）について尋ねた。その結果が【別表 3】である。学校
種についてみてみると、最も多かったのは、保健・体育の中学校・高等学校の両教員免許取得希
望者であり 85 名、66.4％にのぼった。スポーツ健康科学科スポーツ教育コースの学生であると思
われる。無回答あるいは中学校、高等学校のみの記述も含めると 9 割に達する。また、小学校教
諭免許の取得希望者が 6 名であった。うち 5 名は複数の学校種を記入しており、中学校・高等学
校教諭免許も取得希望している。ただ、初回の授業時においても、「取得したい免許・資格等の種類」
として学校種を尋ねたが、その際には 30 名近くの受講者が希望していた。小学校教諭免許取得希
望者については不確定の部分が大きいことをことわっておく。

【別表 3 】希望する免許種
教科

学校種 社会 保健・
体育 無回答 総計

小学校 1 ※ 1
中学校 2 6 1 9
高等学校 1 18 19
小学校・中学校・高等学校 5 5
中学校・高等学校 2 85 3 90
無回答 1 3 4

計 5 116 7 128
※学校種欄に「小学校教諭 2 種免許」、教科等の欄に「保健体育」と記入した 1 名。
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22） 原則、原文のままとしたが、明らかな誤字・脱字と思われるものは、適宜訂正した。
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【資料 1 】「政治教育について」（ 1 - 2 頁）
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【資料 2 】「政治教育について」（ 3 - 4 頁）
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【資料 3 】選挙権年齢の引き下げに関する新聞記事
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【資料 4 】グループ討議についての留意事項
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【資料 5 】討議参考用の新聞記事
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